（共同住宅）

　　　　　　　　　　消　防　計　画
平成　　　年　　　月　　　日作成
１　目的
この計画は、消防法第８条第１項に基づき　　　　　　　　　　の防火管理についての必要事項を定め、火災、地震その他災害の予防と人命の安全、被害の軽減を図ることを目的とする。
２　適用範囲
この計画に定めた事項については、次の者に適用する。
（１）　　　　　　　　　　に居住し、又は出入りするすべての者
（２）防火管理業務の一部を受託している者
３　防火管理業務の一部委託について　【 該当 ・  非該当 】
防火管理上必要な業務の一部委託に係る受託者の氏名及び住所並びに当該受託者の行う防火管理上必要な業務の範囲及び方法は別表１のとおりとする。

４　管理権原者の責任等

管理権原者は、当該共同住宅等の防火管理業務について、すべての責任を持ち、次の事項について行わなければならない。
（１）管理的又は監督的な立場にあり、かつ、防火管理業務を適正に遂行できる権限を持つ者を防火管理者として選任し、防火管理業務を行わせなければならない。
（２）防火管理者が消防計画を作成（変更）する場合、必要な指示を与えなければならない。
（３）防火上の建築物構造の不備や消防用設備等の不備・欠陥が発見された場合は速やかに改修しなければならない。
５　防火管理者の権限と業務
　　　防火管理者（　　　　　　　　）は、この計画の作成について管理権原者の指示を受け、実行に当たっての全ての権限を有し、次に掲げる業務を遂行しなければならない。
（1） 消防計画の作成又は変更
（2） 消火、通報、避難誘導等の訓練の実施
（3） 居住者等に対する防災教育の実施
（4） 建築物及び消防用設備等の点検・整備時の立会い
（5） 火元責任者に対する指導、監督
（6） 管理権原者への提案や報告

（7） その他防火管理上必要な業務
６　消防機関への連絡、報告
管理権原者は、防火管理者を選任又は解任したときは消防長（署長）へ届け出なければならない。また、防火管理者は次に掲げる業務について消防長（署長）へ届出、報告及び連絡をしなければならない。
　（１）消防計画の届出（変更した場合を含む）

　（２）消防設備等の点検結果を消防署へ３年に１回報告

　（３）消防用設備等の設置の届出

　（４）消火、通報及び避難訓練を実施する際の通知

　（５）その他防火管理に関する必要な事項
７　管理組合等の協力

　　　管理組合等の（　　　　　　　　　）は、防火管理者を補佐するほか、次のことを行う。
　（１）防火管理者への連絡

　（２）管理人室の鍵の保管

　（３）その他必要な事項
８　自治会等の協力
自治会役員の（　　　　　　　　　）は、防火管理者を補佐するほか、次のことを行う。
　（１）防火管理者への連絡

　（２）居住者に対する消火、通報及び避難訓練等参加の呼びかけ

　（３）消防署から配布された広報誌の回覧及び管理

（４）その他必要な事項
９　予防管理組織

　　　日常における火災予防及び地震等の災害時の出火防止を図るため、防火管理者の下に各階又は区域ごとに火元責任者を定めるものとする（別表２）。
１０　火元責任者の業務
　　　火元責任者の業務は次のとおりとする。
　（１）担当区域内（共用部分に限る。以下同じ。）の火気の管理に関すること。
　（２）担当区域内の建築施設、火気使用設備等、危険物施設、電気設備等及び消防用設備等の日常の維持管理並びに自主点検に関すること。
　（３）地震等における火気使用設備等の安全確認に関すること。
　（４）防火管理者の補佐に関すること。
　（５）その他防火管理上必要な業務に関すること。
１１　消防用設備等の点検
　（１）消防用設備等の法定点検は　　　　　　　　　　に委託し、下表により行う。
　（２）点検結果は、防火管理者が管理権原者に報告し、不備については改修計画を樹立し改

修する。
（３）点検を実施した際は記録（別表３）し、法定点検の結果とともに防火管理維持台帳に綴じて保存する。
　（４）点検時以外で不備を発見した場合は、直ちに管理権原者に報告し改修する。
　（５）その他
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	総合点検

	
	月
	月

	
	月
	

	
	月
	月

	
	月
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１２　居住者が行う防火管理対策
　　居住者は自己の責任において、次の対策を行う。
（１）住戸内における火気管理
（２）住戸出入口防火戸の閉鎖機能の維持管理
（３）バルコニーの避難障害となる物品の除去
（４）階段、通路等の共用部分における可燃物や避難時の障害となる物品の除去
（５）住戸に設置された消防用設備等の維持管理
（６）その他防火管理上必要な事項
１３　火災が発生した場合の行動
　　　火災を発生させた者、火災を発見した者及びその他の居住者は協力して次の活動を行う。
　（１）１１９番通報及び、防火管理者、その他の関係者（居住者を含む）への連絡
　（２）消火器等による初期消火
　（３）災害時要援護者がいる場合には優先して避難誘導を行う。
　（４）その他
　　　　　　①避難する場合には、エレベーターを使用しない
	

	


１４　地震対策
　　　地震が発生したときの災害予防措置、または発生したときは次に掲げる安全措置を行う。
　（１）避難通路及び出入口等の棚、家具、その他物品は転倒、落下防止対策をしておく。
（２）火気使用設備等の上部及び周囲には、転倒及び落下のおそれの物品、その他燃えやすい物を置かないこと。

（３）地震が発生した直後は、身の安全を守ることを第一とすること。

（４）地震発生後は火気使用設備等の電源及び燃料の遮断等を行い使用停止する。
　（５）各設備等は、安全を確認した後に使用すること。
　（６）避難場所は、　　　　　　　　　　とする。
　（７）その他

　　　　　　
	

	


１５　防災教育
	対 象 者
	実施者、実施時期、内容等

	居 住 者
	防火管理者が、毎年　　　月ごろ及び必要の都度防災教育を行う。


１６　各種訓練
	訓練種目
	訓　練　内　容
	実施時期

	総合訓練
	消火・通報・避難誘導を連携して行う訓練及び地震に備えた訓練
	　　　月

	部分訓練
	消火・通報・避難誘導・その他（　　　　　　）
	　　　月


　　※訓練実施の結果を別表４に記録する。
１７　その他防火管理上必要な事項

　（１）
　（２）

　（３）
※休日・夜間等管理人不在時の緊急連絡先　　　　　　　

連絡先　　　　　　　　　　　　　　　TEL　　　　　　　　　　　　
別　　図　　　〈　避難経路図　〉

※平面図添付、避難経路を記載すること。
別表１
防火管理業務の委託状況表
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　　年　　月　 日現在
	防火対象物名称
	

	管理権原者氏名
	

	防火管理者氏名
	

	受託者の氏名
及び住所等
法人にあっては
名称及び主たる
事務所の所在地
	氏名（名称）
	

	
	住所（所在地）
	

	
	担当事務所
所在地
	　
ＴＥＬ
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託
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の
行
う
防
火
管
理
業
務
の
範
囲
及
び
方
法
	常
駐
方
式
	範
囲
	□　火気使用箇所の点検等監視業務
□　避難又は防火上必要な構造及び設備の維持管理
□　火災が発生した場合の初動措置
□初期消火 □通報連絡  □避難誘導  □その他（　　　　　　）
□　周囲の可燃物の整理
□　その他（　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	
	方
法
	常駐場所
	 
	常駐人員
	

	
	
	
	委託する時間帯
	 

	
	巡
回
方
式
	範
囲
	□　巡回による火気使用箇所の点検等監視業務
□　火災が発生した場合の初動措置
□初期消火 □通報連絡  □その他（　        　　　　　　　）
□　その他（　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	
	方
法
	巡回回数
	
	巡回人員
	

	
	
	
	委託する時間帯
	

	
	遠
隔
移
報
方
式
	範
囲
	□　火災異常の遠隔監視及び現場確認業務
□　火災が発生した場合の初動措置
□初期消火 □通報連絡  □その他（　        　　　　　　　）
□　その他（　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	
	方
法
	現場確認要員の
待機場所
	
	到着
所要時間
	分

	
	
	
	委託する時間帯
	



別表２　　火元責任者
	担当区域
	火元責任者
	担当区域
	火元責任者

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


別表３　　点検実施記録

	種別
	実施年月日
	備考

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


別表４　　訓練実施記録

	種別
	実施年月日
	備考

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


※作成上の留意事項


　「受託者の行う防火管理業務の範囲」は該当する項目の□にレ印を付します。　








